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公布された規則のあらまし

◇鳥取県行政組織規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

平成26年度に開催される全国障がい者芸術・文化祭の準備及び運営のため、部内局及び課を新設する。

２ 規則の概要

(１) 福祉保健部内に全国障がい者芸術・文化祭実施本部を、同本部内に全国障がい者芸術・文化祭課を置

き、全国障がい者芸術・文化祭に関する事務を所掌させる。

(２) 施行期日は、平成26年１月１日とする。

◇鳥取県債権管理事務取扱規則等の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県延滞金徴収条例の一部が改正され、分担金等の延滞金の割合が改められたことに伴い、督促状の様式

及び貸付金等の延滞利息の割合を改める。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県債権管理事務取扱規則の一部改正

督促状の様式について所要の規定の整備を行う。

(２) 鳥取県公有財産事務取扱規則、介護福祉士等修学資金貸与規則、鳥取県保育士等修学資金貸付規則、鳥

取県看護職員修学資金等貸付規則、鳥取県理学療法士等修学資金貸付規則、鳥取県医師養成確保奨学金貸付

規則、鳥取県緊急医師確保対策奨学金貸付規則、鳥取県医師海外留学資金貸付金貸付規則、鳥取県臨時特例

医師確保対策奨学金貸付規則及び鳥取県臨床研修医研修資金貸付金貸付規則の一部改正

遅延損害金の計算に用いる割合を、年14.6パーセントと租税特別措置法第93条第２項の規定により告示さ

れた割合（平成26年は0.9パーセント）に年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い割合とす

る。

(３) 施行期日等

ア 施行期日は、平成26年１月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

平成25年12月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第129号
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規 則

鳥取県行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年12月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第80号

鳥取県行政組織規則の一部を改正する規則

鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（部局及び部内局の名称等） （部局及び部内局の名称等）

第５条 略 第５条 略

２ 前項に掲げる部局のうち、次の表の左欄に掲げる ２ 前項に掲げる部局のうち、次の表の左欄に掲げる

部局の下に、同表の右欄に掲げる部内局を置く。 部局の下に、同表の右欄に掲げる部内局を置く。

略 略

福祉保健部 全国障がい者芸術・文 福祉保健部 子育て王国推進局 健

化祭実施本部 子育て 康医療局

王国推進局 健康医療

局

略 略

（課及び総室内室並びに課内室等の設置） （課及び総室内室並びに課内室等の設置）

第６条 次の表の第１欄に掲げる部局及び第２欄に掲 第６条 次の表の第１欄に掲げる部局及び第２欄に掲

げる部内局に、同表の第３欄に掲げる課及び総室内 げる部内局に、同表の第３欄に掲げる課及び総室内

室を置き、課に同表の第４欄に掲げる課内室等を置 室を置き、課に同表の第４欄に掲げる課内室等を置

く。 く。

部局 部内 課及び総室 部局 部内 課及び総室
課内室等 課内室等

局 内室 局 内室

略 略

福祉 略 福祉 略

保健 長寿社会課 地域支え愛推進室 保健 長寿社会課 地域支え愛推進室

部 全国 全国障がい 部

障が 者芸術・文

い者 化祭課

芸術

・文

化祭

実施

本部

子育 略 子育 略
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て王 て王

国推 国推

進局 進局

略 略

略 略

（福祉保健部各課の所掌事務） （福祉保健部各課の所掌事務）

第９条 福祉保健部各課の所掌事務は、次のとおりと 第９条 福祉保健部各課の所掌事務は、次のとおりと

する。 する。

福祉保健課～長寿社会課 略 福祉保健課～長寿社会課 略

全国障がい者芸術・文化祭実施本部全国障がい者

芸術・文化祭課

全国障がい者芸術・文化祭に関すること。

子育て王国推進局子育て応援課～健康医療局医療 子育て王国推進局子育て応援課～健康医療局医療

指導課 略 指導課 略

附 則

この規則は、平成26年１月１日から施行する。



- 5 -

平成25年12月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第129号

鳥取県債権管理事務取扱規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年12月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第81号

鳥取県債権管理事務取扱規則等の一部を改正する規則

（鳥取県債権管理事務取扱規則の一部改正）

第１条 鳥取県債権管理事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第16号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号(第４条関係) 様式第１号(第４条関係)

（表面） （表面）

略 略

（裏面） （裏面）

お 知 ら せ お 知 ら せ

１～４ 略 １～４ 略

５ 納入通知書に指定した期日までに納付され ５ 地方自治法第231条の３第１項に係る未収金

ていない場合は、納付の日までの期間の日数 については、その金額（100円未満の端数があ

に応じ、その金額に鳥取県延滞金徴収条例 るときは、その端数金額は、切り捨てる｡）に

（昭和27年鳥取県条例第45号）第３条に定め つき、納入通知書に指定した期日から納付の

る割合を乗じて計算した額の延滞金が徴収さ 日までの期間の日数に応じ、年14.5パーセン

れることとなります。詳しくは、下記までお ト（納入通知書に指定した期日の翌日から督

問い合わせください。 促状に指定した期日までの期間については、

年7.25パーセント（当該期間の属する各年の

前年の11月30日を経過する時における公定歩

合に年４パーセントの割合を加算した割合が

年7.25パーセントの割合に満たない場合は、

当該公定歩合に年４パーセントの割合を加算

した割合））の割合を乗じて計算した額（10

円未満の端数があるときは、その端数金額は

切り捨てる｡）の延滞金が徴収されることとな

ります。

記 記

問合せ先（住所） 問合せ先（住所）

（課所） （課所）

（電話） （電話）

備考 必要に応じ所要事項を加え、又は削除する 備考 必要に応じ所要事項を加え、又は削除する

ことができるほか、地方自治法第231条の３第 ことができる。
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１項に規定する歳入以外の歳入金にあって

は、５の「鳥取県延滞金徴収条例（昭和27年

鳥取県条例第45号）第３条に定める割合を乗

じて計算した額の延滞金」の部分を「年14.6

パーセントの割合を乗じて計算した額の遅延

利息」のように、約定（約定のない場合は、

民法第419条）に従って記載すること。

（鳥取県公有財産事務取扱規則の一部改正）

第２条 鳥取県公有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第27号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（遅延利息） （遅延利息）

第21条 略 第21条 略

２ 前項の遅延利息の額は、貸付料の金額（100円未 ２ 前項の遅延利息の額は、貸付料の金額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に 満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に

つき、納付期日から納付の日までの期間の日数に つき、納付期日から納付の日までの期間の日数に

応じ、年14.6パーセントの割合と租税特別措置法 応じ、年14.5パーセントの割合を乗じて計算した

（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定によ 額（10円未満の端数があるときは、これを切り捨

り告示された割合に年8.3パーセントの割合を加算 てる。）とする。

した割合とのいずれか低い割合を乗じて計算した

額（10円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）とする。

（介護福祉士等修学資金貸与規則の一部改正）

第３条 介護福祉士等修学資金貸与規則（平成５年鳥取県規則第50号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第14条 借受者は、正当な理由がなく修学資金を返 第14条 借受者は、正当な理由がなく修学資金を返

還すべき日までに返還しなかったときは、当該返 還すべき日までに返還しなかったときは、当該返

還すべき日の翌日から返還の日までの期間に応 還すべき日の翌日から返還の日までの期間に応

じ、その返還すべき修学資金の金額に年14.6パー じ、その返還すべき修学資金の金額に年14.5パー

セントの割合と租税特別措置法（昭和32年法律第 セントの割合を乗じて計算した金額に相当する額

26号）第93条第２項の規定により告示された割合 の延滞金を支払わなければならない。

に年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいず

れか低い割合を乗じて計算した金額に相当する額

の延滞金を支払わなければならない。

（鳥取県保育士等修学資金貸付規則の一部改正）

第４条 鳥取県保育士等修学資金貸付規則（平成25年鳥取県規則第54号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前
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（延滞金） （延滞金）

第14条 修学生は、正当な理由がなく修学資金を返 第14条 修学生は、正当な理由がなく修学資金を返

還すべき日までに返還しなかったときは、返還す 還すべき日までに返還しなかったときは、返還す

べき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応 べき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応

じ、その返還すべき修学資金の額に年14.6パーセ じ、その返還すべき修学資金の額に年14.5パーセ

ントの割合と租税特別措置法（昭和32年法律第26 ントの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

号）第93条第２項の規定により告示された割合に 金を支払わなければならない。

年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいずれ

か低い割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金を支払わなければならない。

（鳥取県看護職員修学資金等貸付規則の一部改正）

第５条 鳥取県看護職員修学資金等貸付規則（昭和37年鳥取県規則第69号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第15条 修学生であった者は、正当な理由がなく 第15条 修学生であった者は、正当な理由がなく

て、毎月貸付金を返還すべき日までに返還しなか て、毎月貸付金を返還すべき日までに返還しなか

ったときは、返還すべき日の翌日から返還の日ま ったときは、返還すべき日の翌日から返還の日ま

での期間の日数に応じ、その延滞金額に年14.6パ での期間の日数に応じ、その延滞金額に年14.5パ

ーセントの割合と租税特別措置法（昭和32年法律 ーセントの割合を乗じて計算した金額に相当する

第26号）第93条第２項の規定により告示された割 延滞利子を支払わなければならない。

合に年8.3パーセントの割合を加算した割合とのい

ずれか低い割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞利子を支払わなければならない。

２ 奨学生であった者は、正当な理由がなくて、貸 ２ 奨学生であった者は、正当な理由がなくて、貸

付金を返還すべき日までに返還しなかったとき 付金を返還すべき日までに返還しなかったとき

は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間 は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間

の日数に応じ、その延滞金額に年14.6パーセント の日数に応じ、その延滞金額に年14.5パーセント

の割合と租税特別措置法第93条第２項の規定によ の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞利子

り告示された割合に年8.3パーセントの割合を加算 を支払わなければならない。

した割合とのいずれか低い割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞利子を支払わなければならな

い。

（鳥取県理学療法士等修学資金貸付規則の一部改正）

第６条 鳥取県理学療法士等修学資金貸付規則（昭和49年鳥取県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第12条 修学生であった者は、正当な理由がなく貸 第12条 修学生であった者は、正当な理由がなく貸

付金を返還すべき日までに返還しなかったとき 付金を返還すべき日までに返還しなかったとき
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は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間 は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間

に応じ、その延滞金額に年14.6パーセントの割合 に応じ、その延滞金額に年14.5パーセントの割合

と租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条 を乗じて計算した金額に相当する延滞金を支払わ

第２項の規定により告示された割合に年8.3パーセ なければならない。

ントの割合を加算した割合とのいずれか低い割合

を乗じて計算した金額に相当する延滞金を支払わ

なければならない。

（鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部改正）

第７条 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取県規則第119号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第13条 奨学生であった者は、正当な理由がなく貸 第13条 奨学生であった者は、正当な理由がなく貸

付金を返還すべき日までに返還しなかったとき 付金を返還すべき日までに返還しなかったとき

は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間 は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間

の日数に応じ、その返還すべき貸付金の金額に年 の日数に応じ、その返還すべき貸付金の金額に年

14.6パーセントの割合と租税特別措置法（昭和32 14.5パーセントの割合を乗じて計算した金額に相

年法律第26号）第93条第２項の規定により告示さ 当する延滞金を支払わなければならない。

れた割合に年8.3パーセントの割合を加算した割合

とのいずれか低い割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金を支払わなければならない。

（鳥取県緊急医師確保対策奨学金貸付規則の一部改正）

第８条 鳥取県緊急医師確保対策奨学金貸付規則（平成20年鳥取県規則第75号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第14条 奨学生は、正当な理由がなく奨学金を返還 第14条 奨学生は、正当な理由がなく奨学金を返還

すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ

き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応 き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応

じ、その返還すべき奨学金の額に年14.6パーセン じ、その返還すべき奨学金の額に年14.5パーセン

トの割合と租税特別措置法（昭和32年法律第26 トの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

号）第93条第２項の規定により告示された割合に を支払わなければならない。

年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいずれ

か低い割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金を支払わなければならない。

（鳥取県医師海外留学資金貸付金貸付規則の一部改正）

第９条 鳥取県医師海外留学資金貸付金貸付規則（平成21年鳥取県規則第81号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前
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（延滞金） （延滞金）

第15条 借受者は、正当な理由がなく貸付金を返還 第15条 借受者は、正当な理由がなく貸付金を返還

すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ

き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応 き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応

じ、その返還すべき貸付金の額に年14.6パーセン じ、その返還すべき貸付金の額に年14.5パーセン

トの割合と租税特別措置法（昭和32年法律第26 トの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

号）第93条第２項の規定により告示された割合に を支払わなければならない。

年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいずれ

か低い割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金を支払わなければならない。

（鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則の一部改正）

第10条 鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則（平成21年鳥取県規則第91号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第13条 奨学生であった者は、正当な理由がなく奨 第13条 奨学生であった者は、正当な理由がなく奨

学金を返還すべき日までに返還しなかったとき 学金を返還すべき日までに返還しなかったとき

は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間 は、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間

の日数に応じ、その返還すべき奨学金の額に年 の日数に応じ、その返還すべき奨学金の額に年

14.6パーセントの割合と租税特別措置法（昭和32 14.5パーセントの割合を乗じて計算した金額に相

年法律第26号）第93条第２項の規定により告示さ 当する延滞金を支払わなければならない。

れた割合に年8.3パーセントの割合を加算した割合

とのいずれか低い割合を乗じて計算した金額に相

当する延滞金を支払わなければならない。

（鳥取県臨床研修医研修資金貸付金貸付規則の一部改正）

第11条 鳥取県臨床研修医研修資金貸付金貸付規則（平成25年鳥取県規則第29号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（延滞金） （延滞金）

第13条 借受者は、正当な理由がなく貸付金を返還 第13条 借受者は、正当な理由がなく貸付金を返還

すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ

き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応 き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応

じ、その返還すべき貸付金の額に年14.6パーセン じ、その返還すべき貸付金の額に年14.5パーセン

トの割合と租税特別措置法（昭和32年法律第26 トの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

号）第93条第２項の規定により告示された割合に を支払わなければならない。

年8.3パーセントの割合を加算した割合とのいずれ

か低い割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金を支払わなければならない。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成26年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第２条から第11条までの規定による改正後の規則の規定は、平成26年１月１日以後に貸付けの申請を受ける

貸付料又は貸付金に係る遅延損害金について適用し、同日前に貸付けの申請を受けた貸付料又は貸付金に係る

遅延損害金については、なお従前の例による。
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教 育 委 員 会 規 則

鳥取県立学校管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年12月27日

鳥取県教育委員会委員長 中 島 諒 人

鳥取県教育委員会規則第10号

鳥取県立学校管理規則の一部を改正する規則

鳥取県立学校管理規則（昭和51年鳥取県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休業日） （休業日）

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 校長は、第１項の規定にかかわらず、教育長の承

認を受けて、同項第１号又は第２号に掲げる日を休

業日としないことができる。

４ 略 ３ 略

５ 校長は、教育上必要があると認めたときは、第１ ４ 校長は、教育上必要があると認めたときは、第１

項第１号から第５号までに掲げる休業日又は第２項 項第１号から第５号までに掲げる休業日又は第２項

若しくは前項の規定による休業日を臨時に変更する 若しくは前項の規定による休業日を変更することが

ことができる。この場合において、変更後の休業日 できる。この場合において、変更後の休業日の総日

の総日数は、変更前の休業日の総日数を超えてはな 数は、変更前の休業日の総日数を超えてはならな

らない。 い。

６ 略 ５ 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。




